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第６６回理事会の概要（平成21年5月27日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１号議案　入会申し込みについて

　先の研修会参加者の中から、入会申し込みがあった業者に関する書類を理事会に示し、当該業者の概要を口頭で補足説明し、理事会はこの業者について全会一致で入会を了承した。

　関連して京都からの入会希望者があること、さらに大阪の協同組合への加入申し込み１名があることが理事会に示され、これら入会希望者の概要も関係理事から説明があり、正式な入会申し込みを受け付けることについて理事会は了承した。

第２号議案　会員増強について

　先の研修会参加者の名簿をもとに、入会を働きかける方法について出席理事に意見を求めた。その結果、

１．参加者に対して『入会案内文書』を発送すること。

２．文書については入会審査がある旨を明示すること。

などで理事会の意見は一致した。

第３号議案　第６回通常総会の.準備について

　会長は前回理事会に説明した総会資料について、本日理事会で再度確認し、原案通り総会骨子を理事会は了承した。

第６７回理事会の概要（平成21年6月4日）
第１号議案　入会申込みについて

　先の理事会で入会が同意された業者の正式申込書類を各理事に示され、その経歴等について説明し、理事会は全会一致で正式に入会を承認した。

第２号議案　役員改選について

　この総会で任期満了となる役員の改選について討議され、今回の通常総会で執行部として提案する候補者名簿が下記のとおり示された。
理事候補　松谷廣信、東田俊康、伊藤寿彦、脇山良之、竜田充子、夏原佳代

監事候補　井上　清
第３号議案　通常総会 各議案について

　会長は前回理事会に提出・説明した総会資料について、本日、当理事会で再度確認し、総会議案とすることを理事会は了承した。

　　　　　　　　　　　　　　
第６回通常総会の概要
　第６回通常総会が平成２０年６月４日午後４時からトコーシティホテル梅田（大阪市北区南森町1-13-19）にて下記式次第の通り開催された。
（式次第）
１．開会の辞

２．会長挨拶

３．議長選出

４．議事録署名人選出

５．議案審議

第１号議案　　平成２０年度事業報告の承認について

第２号議案　　平成２０年度収支決算の承認について　

第３号議案　　平成２１年度事業計画（案）について

第４号議案　　平成２１年度収支予算（案）について

第５号議案　　役員改選について

第６号議案　　その他

６．閉会の辞

予定通り午後４時、伊藤専務理事の司会で、第６回通常総会が開催された。
式次第に基づき最初に松谷会長の挨拶があり、続いて、副会長の東田俊康氏が議長に選出され、審議に入った。
（審議事項）
第１号議案　平成２０年度事業報告の承認について

　平成２０年度事業報告書（自　平成２０年４月１日　　至　平成２１年３月３１日）

総務関係

　　　第１　会　員

　　　　平成２０年度中の入退会

　　　　期首正会員数　　本年度入会　　　　　本年度退会　　　期末正会員　　　備考

　　　　　　１８　　　　　　　１　　　　　　　３　　　　　　　１６　　　　　　　　　　　

　　　第２　役　員（平成２０年３月３１日現在）

　　　　（３役以外は５０音順）

　　　　役　職　　　　氏　　名　　　　　所属並びに役職等　　

　　　　会　長　　　松谷　廣信　　　　㈱企業サービス　代表取締役

　　　　副会長　　　東田　俊康　　　　㈱ピ・アイ・オ　代表取締役

　　　　専務理事　　伊藤　寿彦　　　　㈱アイアイサービス　代表取締役

　　　　理　事　　　木戸口　正　　　　㈱ニッタン　代表取締役

　　　　理　事　　　竜田　充子　　　　㈱初恋の人探します社

　　　　理　事　　　脇山　良之　　　　㈱アイアイサービス統括本部　会長

　　　　監　事　　　井上　　清　　　　㈲大阪私立探偵社　代表取締役

　　　第３　事務局

　　　　　　　大阪市北区西天満１－１０－１６KSビル６F

　　　　　　　関西総合調査業協会

　　　　　　　　℡　（０６）６３１３－４５６７　FAX（０６）６３１３－４５６６

　　　第４　会議の開催

　　　　１　第５回通常総会を次の通り開催した。

　　　　　　　開催日時　　平成１９年６月１９日午後４時～５時まで

　　　　　　開催場所　　大阪市北区南森町1-13-19トーコーシティホテル梅田　　　　　　正会員数　　１８名、　出席会員数　１５名（委任状含）

　　　　　　　議　長　　　　東田　俊康　

　　　　　　　議事録署名人　井上　慎也　　大久保　薫

　　　　　　提出議案及びその結果

　　　　第１号議案　平成１９年度事業報告の承認について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　第２号議案　平成１９年度収支決算の承認について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第３号議案　平成２０年度事業計画（案）について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第４号議案　平成２０年度収支予算（案）について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第5号議案　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事瀬戸ヨシヱが健康上の理由で理事の辞任申し出があった旨を報告し、承認を得た。

その他特に提出議案は無かった

　　　※　総会終了後引き続いて別会場にて懇親パーテイーが開催された。

　　　　　　

　　２．理事会

	回数
	開催日時
	開催場所
	審議事項

	５４
	Ｈ２０年

４月１８日　
	関調協事務所
	１号議案　平成1９年度決算について

２号議案　平成２０年度事業計画案について

３号議案　業界情勢について

４号議案　その他理事提議事項

	５５
	Ｈ２０年

５月２９日
	関調協事務所
	１号議案　平成1９年度決算について

２号議案　平成２０年度事業計画案について

３号議案　その他理事提議事項

	５６
	H２０年

６月１９日
	トーコーシティ

ホテル梅田
	１号議案　第５回通常総会について

	５７
	Ｈ２０年
７月１７日
	関調協事務所
	１号議案　業法に基づく契約について
２号議案　業界情勢について

	５８
	Ｈ２０年　
９月　５日　
	関調協事務所
	１号議案　業界情勢について

２号議案　協会運営について
３号議案　その他理事提議事項について

	５９
	Ｈ２０年
１０月１５日
	関調協事務所　
	１号議案　新規入会審査について

２号議案　会費について
３号議案　他団体との提携について

	６０
	H２０年
１１月１１日
	関調協事務所
	１号議案　協会運営について

２号議案　その他理事提議事項

	６１
	H２０年

１２月１６日　
	関調協事務所
	１号議案　業界情勢について

２号議案　他団体との連携について

３号議案　協会報の発行について

	６２
	H２１年　

１月２６日
	関調協事務所
	１号議案　教育研修会について

２号議案　協会運営と会員増強について

	６３
	H２１年

２月１３日
	関調協事務所
	１号議案　教育研修会について

２号議案　その他理事提議事項

	６４
	Ｈ２１年

３月２４日
	トーコーシティ

ホテル梅田
	１号議案　教育研修会について

２号議案　Ｈ２１年度事業計画について


　
　　事業関係

　①「探偵業の業務の適正化に関する法律」の遵守と周知の徹底を図ると共に、コンプライアンスの推進と調査研究に努める、については

　　　平成２１年３月２４日に協会主催の教育研修会を実施し、業法の遵守と周知徹底に努めると同時に、コンプライアンスの推進と調査研究に努めた。

②　調査業界の健全化の推進については

関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努めた。尚、業界団体再編への方策を模索した。

3 業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応については

　　教育研修会及び会報等により業務の適正化に努めると同時に消費者からの苦情処理に努めた。

4 会員の意識啓発と教育研修については

　　平成２１年３月２４日、全国調査業協会連合会、全国調査業協同組合大阪支部との共催で教育研修会を実施した。

5 広報活動の推進については

関調報会報を０８年５月１３日第２１号、０８年１０月２４日第２２号、０９年１月２５日第２３号を発行した。

　　　　　　　　その他、監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会の事業における理解と協力を求めた。

6 組織拡大の推進に努めるについては

　その都度組織拡大に努めたが、業界市況の厳しさの中で廃業及び業務縮小が相次ぎ結果的には入会１名、退会３名となった。　

7 特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟すると共に全国調査業協同組合との連携を密にして活動するについては

　　特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟し協力すると同時に全国調査業協同組合にも２名が理事に就任し連携を密にして活動した。

8 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の遵守に努め、倫理意識と人権の高揚に努めるについては

　　大阪府が主催する条例及び人権関係の教育研修会に参加すると同時に日常業務の中で倫理意識と人権高揚に努めた。

第２号議案　平成２０年度収支決算の承認について
　伊藤専務理事より平成２０年度収支決算の報告が詳細になされた後、井上監事より監事報告があった。

　議長はそれを受け平成２０年度収支決算について、議場に質疑の有無を確認した後採決に入り、賛成多数でこれを可決承認した。

３号議案　　平成２１年度事業計画（案）について

　　自　平成２１年４月１日　　至　平成２２年３月３１日

　第１　基本方針

1 「探偵業の業務の適正化に関する法律」の遵守と周知の徹底を図ると共に、コンプライアンスの推進と調査研究に努める。

2 調査業界の健全化の推進

関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努める

業界他団体との連携を蜜にする。
3 業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応に努める

4 会員の意識啓発と教育研修の実施に努める

5 広報活動の推進

（１）機関紙の発行

　　　（２）監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会の事業における理解と協力を求める

6 組織拡大の積極的推進に努める

7 特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟すると共に全国調査業協同組合との連携を密にして活動する。

8 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の遵守に努め、倫理意識と人権の高揚に努める

⑨　調査業界の関係法令の調査研究に努める
第４号議案　平成２１年度予算案について

　　伊藤専務理事より平成２１年度収支予算案の報告が詳細になされた後、議長は議場に質疑応答を求めたが特に発言がなかった為、議場に賛否を諮り、賛成多数で可決承認された。
第５号議案　役員の改選について
理事、監事の役員全員が任期満了に伴い、新たに役員の選出が行なわれ、新理事の互選により三役も決定した。
（新、理事）

　会長　　　松谷　廣信　㈱企業サービス　代表取締役
　副会長　　東田　俊康　㈱ピ・アイ・オ　代表取締役

専務理事　伊藤　寿彦　㈱アイアイサービス　代表取締役

理事　　　脇山　良之　㈱アイアイサービス統括本部　代表取締役

理事　　　竜田　充子　㈱初恋の人探します社　代表取締役

理事　　　夏原　佳代　㈱ニッタン　常務取締役
監事　　　井上　清　　(有)大阪私立探偵社　代表取締役

第６号議案　その他

　特に発言はなかった。
（報告事項）
○退会

　瀬戸　ヨシヱ（相沢京子調査室京都本社）
佐藤　　明　（ＤＣＲ）
　阿部　一彦（株式会社アイ・エム・エー）
　閉会の辞　

　　以上をもって総ての議案の審議が終了したので１７時００分議長は閉会を宣言した。その後、懇親会が賑やかに行なわれた。
第６８回理事会の概要（平成21年7月17日）

第１号議案　苦情処理について

　消費者からの苦情相談が最近増えている。幸いにも会員企業の苦情ではなく、他協会の会員企業であり、対処の仕方に難しさはあるが、調査業でなく事件屋的な仕事に手を染めている調査会社が増えてきている傾向にあるようだ、との報告があった。

第２号議案　会員増強について

・　今期新たな入会が３社あり会員数は合計１９名となった。

・　先の理事会で決まった届け出業者に対する会員募集の文案の用意ができず、出席理事に対して案内文章作成の協力が必要となり、出席理事はこれを了承した。
第３号議案　会員証発行について

　会長は、今回の新規加入会員に対する会員証の発行が必要である旨を述べ、これについて、各理事も同意し、関調協会員に対して早急に会員証を発給することになった。

・事務局便り
　新入会員紹介
　　商号　　さつき司法調査事務所

　　所在地　京都府向日市上植野町菱田番地の５３

　　代表者　安部　文子

　　電話　　０７５－８７４－７５８７　FAX　０７５－８７４－７５８７
　　入会日　平成２１年６月４日
　　商号　　シーカーサービス

　　所在地　大阪市北区天神橋３－５－３－３０１

　　代表者　足立　正輝

　　電話　　０６－６３５３－５０５５　FAX　０６－６３５２－７２７２
　　入会日　平成２１年６月２５日

　上記２社が新たに会員となりました。宜しくお願い申し上げます。

　

　

・NPO法人全国調査業協会便り
　全国調査業協会連合会　理事　伊 藤 寿 彦

　今期4月以降における全調協の活動について会員の皆様にお伝えします。

１．陳情書『探偵業法および同法の解釈運用基準について』

　これを6月22日、警察庁および警視庁に提出しました。

　陳情書提出の理由は探偵業法の施行後、必要に応じ3年を目途に見直しされる規定(業法附則第3条)があり、業界団体として監督官庁に対し『意見と要望』を書面として事前に提出する必要がある、との認識からです。提出に際し、関西総合調査業協会、愛知県調査業協会の3団体合意による連名で提出しました。

　その内容は会報誌『NPO全調協№８号』で詳細に掲載してありますが、『探偵業法の解釈運用基準』の内容を、探偵業務の現実に照らしたとき、いくつかの問題点や実行不可能な疑問点などについて具体的に文章化したものです。これについては重要な事項が含まれており、今後、業界団体として具体的な活動が必要と考えています。

２．会員からの問合わせの対応
　業法の施行規則に基づき、所轄警察による立入り指導が行われています。その日程の事前通知を警察から受けた会員から、｢どのように対応すべきか｣との問い合わせに対応しています。

　これは、事前に想定されたところであり、業界団体として実際の立入りを受けた会員から立入りについての情報収集に努めたこと、さらに『全調協モデル』の契約書作成、それに探偵業法施行に際し、東京・大阪などで開催された都道府県警察の説明会に参加し、直後、警察当局と情報交換を行うなどの準備をしていましたので、会員個々に必要な資料の提供をするなどの対応をし、現在でも行っています。

　全調協の会員ではありませんが、業法が求めている規定に全く無頓着なまま、警察の立入りを迎え、担当官から厳しく叱責された業者がいたと聞きます。『勇気ある無謀』とでも言うほかありませんが、こうなったとき、２回目以降の立入りが、もっと厳しくなることを覚悟しなければなりません。

3．業法施行後のクレーム相談
　業法施行後、消費者・業者・消費生活センターなどからのクレームに係る相談の対応があります。これらの経験から、業者として今後とも注意を払うべき問題を提言してみます。

重要事項の説明義務・依頼者の念書

これは業者側に義務づけられており、いずれも口頭で説明したうえ書面が用意されていなければなりません。

消費者が消費生活センターに相談すると、｢重要事項について書面で説明を受けましたか｣と言われ、消費者が「書面を受け取っていません」「説明を受けていません」といえば消費生活センターは探偵業法違反と判断します。行政書士、司法書士、弁護士も同様です。

こうした状況に立たされた業者は自己の正当性を立証しなければならず、『契約の無効』『返金問題』に波及します。

業法制定以前に契約した、また、終了した事案も同じようなクレームが発生していますので、業者はこれに対応するには、『全調協モデル』の契約書、すなわち契約前書面、契約後書面による説明・交付を完全実施し、控え(写し)を保存する以外に対抗する方法がありません。

全調協では引き続き会員の皆様からのご相談に応じています。お気軽にご利用ください。

　　　　　　　　　　　　　
・「調査会社の社長ブログ」　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信
会報も少しマンネリ化し、原稿依頼をしても中々色よい返事が返ってこない、そこで、松谷が毎週精魂込めて書いているブログ（ks110.com）の一部を転載させてもらうことにした。「手抜き」とのお叱りは承知の上、あしからず。
「履歴書って・・・」
　履歴書って普通信用しますよね・・・。自分の履歴を自分で書くのだから、やたら間違う訳もないし、履歴書に嘘を書くなんて普通は考え難い。従って、普通の人は、履歴書は頭から正しいものと信じている。

　ところがどっこい、この就職難の時代、2・3年で転職を繰り返している人や、前職で不都合を起こし、退職又は解雇になった人は、イザ履歴書を書こうと机に向かうと、「このまま正直書いたのではまずい」 との思いが頭をよぎる？。そこで、ついつい不祥事のあった会社を隠したり、１・２年の短期で辞めた会社を抜かしたりし、２・３社を１社にまとめて辻褄を合わせると云う事になる。

　こうした履歴の相違は、弊社で扱う中途採用調査全体で３０％内外を占めている。これは弊社に限ったことではないと思うが、日本ではこの手の調査に否定的見解を取る省庁があり、 統計的数字は発表されていないがアメリカの場合、大手調査会社の統計によると、ほぼ３０％の履歴詐称が認められると云う。

　従って、経歴詐称など、 調査員からみると日常茶飯事で、取り立てて騒ぐほどの事でなく、「申告では○○と成っているが正しくは○○で、経歴の相違が認められる。但し、勤怠は悪くなく、上司の指示には素直に従い勤勉真面目に勤め、同僚とも上手く折り合っていた。 退職についても不都合事由はなく、キャリアアップを目指し転職を決意したもので、特に懸念されるものは認められない」等と、報告書（レポート）をまとめている。中には、「未申告の職歴、○○会社では、金銭の使い込みが発覚し懲戒解雇となった事実があり、それを隠すために○○会社は申告しなかったものと思料される」 等の報告となる。しかし、こうしたケースは理解の範疇で、ごくごく普通のことである。

　ところが最近、経歴詐称（履歴書詐称）をごく普通の事ととらえている調査員が、ウッと唸るような、巧妙と云うか何と云うか、非常に狡猾な詐称が増えてきており、小生が３年前、戸籍法改正に猛反対し、詐欺師天国日本の到来を懸念し、警笛を鳴らしていたが、どうもそれがそのまま現実のものとなりつつ有るように思う。
　一般に即戦力を求める求人企業は、最近は民間の職業紹介所（有料職業紹介所）を通じ採用するのが一般的となっているが、この職業紹介所は厚労省の許可事業であり、厚労省の指導を絶対的のものとしている。その為、求職者（登録者）の経歴確認などは先ず行っていない。それを知ってか知らずか、キャリアクラスの求職者の中に、思ってもみないような履歴詐称があり、しかも、履歴を証明する在籍証明書の偽造を行うワルが増えてきている。 以前にもこのブログで具体的事例を紹介したことがあるが、最近経験したのは、弊社の調査で「被調査人○○は某企業には勤めた形跡がなく、従って、職務経歴書も全て作文と思料される」 とした報告に、依頼企業が被調査人を呼び出し、再確認したところ、「在籍証明書」を持参し、「この通り間違いありません・・・」と申し出たものである。当然依頼企業はカンカンである。弊社の営業マンは「申し訳ありません、直ぐに再確認を・・ 」と平身低頭。早速調査員に再調査を指示、調査員は「そんな馬鹿な・・・」、ブツブツ言いながら再調査に入る。結果、在籍証明書が偽造されたものである事が発覚し、事なきを得たが、それこそ、くわばらくわばらであった。

　このケースは、たまたま運よく偽造が判明したからが良かったが、今の個人情報保護法の流れ、厚労省の指導 （採用時の調査は差別につながるおそれがあるのでしない様に・・・）の流れからすると、大方の経歴詐称（履歴詐称） がまかり通ることになるでしょう。イヤ、既になっており、経歴を立派に偽った人が採用され、馬鹿正直に申告した人が不採用になる、不公正な選考が行なわれている可能性が大いにあるのです。

　正直、今の流れからすると、弊社のような調査会社が採用前調査に関わらない限り、求人企業が経歴詐称を見破るのは不可能に近いのでは無いかと思われます。特に、キャリアクラスの採用で、何らかの意図を持って履歴を作文し、潜り込もうとするようなケースは先ず見破れないでしょう。だって、住民票も卒業証明書も在籍証明書も全て本人以外は入手不可能で、第三者の問い合わせには「個人情報保護」を盾に絶対応じない。ところが、その気になれば住民票や各種証明書などは簡単に偽造できるのですから・・・。

　此処で私が云いたいのは、正当な理由があれば第三者でも「個人情報」を確認できるシステムにしておかなければ、あらゆる事項で嘘がまかり通るようになってしまうと云う事です。

　調査会社の仕事は大半がリスクマネジメントであり、事前に調査する事によって如何にリスクを回避するかですが、 その為に個人情報を取ろうとすると、因果関係を示す「そめい資料」の添付を要求される。ところが事前調査段階では、因果関係を示す資料など存在しないのが普通です。だって、契約前の与信調査や入社前の経歴調査であり、契約や入社した後の調査では後の祭りになってしまうのですから。履歴書が手許にあり、その経歴が間違いかどうか位は確認できないとおかしいでしょう。ところが、官公庁も大手企業も個人情報を盾に全く応じないのが今の現状です。 厚労省などは調査そのものを否定しようとしているのですから・・・。
　こんな事を週一ペースで飽きもせず書き続けています。少しでも、この個人情報保護至上主義の変質した社会に、私ども調査業の有用性を知って欲しいが為に。そして公平で公正な社会を取り戻すために。

役に立つ法律問題

保証人の責任はどうなるか。　　　　　　　　　　　　　　　　弁護士　小山　章松
　（事　例）

　私（Ｍ）は、勤務していたＡ会社の取締役になった平成７年４月１日に、Ａ社とＢ信用金庫との取引契約にＡ社の連帯保証人になりました。その契約書には、保証期間も限定されておらず、Ａ社がＢ信用金庫に負担する一切の債務につき連帯保証するとの条項があり、保証限度額の規定はありません。

私は平成１３年３月３１日でＡ社の取締役を退任しており、それ以降Ａ社と関係ありません。Ａ社は私が退任した後もＢ社からお金を借り入れております。Ａ社は平成１５年３月２５日資金繰りがつかずに、不渡り手形を出し、銀行取引停止処分になりました。私が取締役に在任中は、Ｂからの借入額は５０００万円程度でしたが、不渡りを出した平成１５年３月２５日当時は２億円に増えていました。Ｂは私に対し２億円の請求をしてきております。私はＢに２億円の支払い義務がありますか。

（解説）

１．ＭがＢに負う債務は保証債務です。

　　保証債務は､主たる債務（この事例の場合、ＡがＢから借り入れた借入金債務）と同一の内容を有し、主たる債務が約束どおりの支払いをしない場合に、この支払いをすることによって、債権者に主たる債務が支払われたのと同じ利益を与えようとするものです。

　　保証契約は債権者と保証人とのあいだでなされ、主たる債務者と債権者との間　でなされる契約とは別の債権債務関係です。

２．保証債務は、本件でも判るとおり、主たる債務の履行を担保する手段とされます。――人的担保といわれる。（抵当権などは不動産が担保目的となるので物的担保と呼ばれます）

３．保証債務は主たる債務とは別の債務であると説明しましたが、主たる債務の担保の機能を有していますので、主たる債務の存在がなければ存在出来ません。主たる債務の運命にしたがいます。主たる債務が弁済されて、なくなると保証債務もなくなります。

　　たとえば、甲さんが大阪銀行から平成１４年１０月５日に返済日を平成１５年　４月５日として、利息年３％で金１０００万円を借り、この借入金に乙が保証人になったとします。

　　甲が銀行に返済期に１０００万円と約定利息を支払えば、乙の大阪銀行に対す　る保証債務はなくなります。甲が新たに大阪銀行から融資を受けるときの条件と　して保証人を求められ、乙に保証人を頼んだ場合、新たに大阪銀行と乙との間で保証契約を結ぶ必要があります。

４．根保証　――　今まで説明しましたように、ある特定の債権のための保証であれば､その債権がなくなれば､保証債務もなくなることになります。そうすると、本事例のように銀行取引の場合、長期間借りたり返したりの繰り返しがある場合に、その都度保証人に保証契約をしてもらうのは、手間と時間がかかります。そこで、１回１回保証契約しなくても良いように、Ａ社がＢ信用金庫との間で締結した信用金庫取引契約書にもとづく一切の債務について、Ｍが保証人になりました。このようにある特定の債務がなくなっても、新たな債務が発生したこの債務についても、Ｍの保証人としての責任が生じることにしました。このような保証を根保証と呼びます。

５．本事例の場合、Ｍの保証は保証金額の限度額もありませんし、保証期間もありません。従って、形式上はＭはＢに対して２債円の支払い義務がありそうです。

　　しかし、なんだか不合理なように思いませんか。

６．過去にこのような事例が裁判所で争われたことがあります。

　　本事例のように保証期間も、保証限度額の定めもない根保証を「包括根保証」と呼びます。この場合、裁判例は保証人の責任が無限定で苛酷になるので、何らかの理由で保証人の責任の範囲を軽減しています。

　　その軽減する事由として、主たる債務者と保証人の関係、契約が締結されるに至った経緯ないし事情、債権者と主債務者との取引の態様及び経過、債権者の債権担保ないし保全の措置、保証人の主債務に対する認識の程度、主債務の使途及び金額などの事情をあげています。裁判所はこのような事情を考慮し、保証人に責任を負わせなかったり、額を軽減しています。

　　本事例の場合､Ｍの責任の範囲は､取締役を退任し､会社の経営に責任がなくなってからの債務については責任を免れる場合があります。そのときは、退社した当時の債務額５０００万円については､支払い命令の判決がなされる可能性があります。

教　訓

　１．会社のために根保証する場合、保証期間と保証の限度額を保証契約書の中に　　はっきりと記載してから保証人の署名と捺印をするようにしましょう。その限　　度額までは会社が支払い不能になったときには、責任が出てきますので、覚悟して保証人になってください。

　２．貸金を融資し、根保証人を取る場合、保証期間と保証限度額を明確にするの　　がよいと思います。そうでないと、保証契約自体が信義則違反で無効になる可能性があります。
会員便り

問題だらけの新司法試験制度と法科大学院

（株）初恋の人探します社　佐藤あつ子

　これまでの司法試験制度の弊害を是正するとして、新司法試験制度が導入され、その司法制度改革の一環として、鳴り物入りで法科大学院が設立されてから、今年で５年目となります。ところが、最近では、その問題点が新聞等で頻繁に取り上げられるようになってきました。私が法学未修コースとして法科大学院に在学して３年、実際に渦中で勉学していると、この制度の問題点をひしひしと肌身に感じます。そこで、現役法科大学院生として、その問題点を指摘したいと思います。

　まず、その第一は、これはメディアでも頻繁に指摘されていますが、新司法試験の合格率の低さです。

一般には、新司法試験は旧司法試験より合格率が大幅に増えたのではないかと言われています。しかし、これは誤解なのです。

旧司法試験は、誰でも、何回でも受けれたのに比べ、新司法試験は、法科大学院を修了した者のみにその受験資格があり、しかも、修了後５年間で３回しか受けることができません。旧司法試験は、誰でも何度でも受けれることから、「記念受験」や「試し受験」も含めて沢山の方が受験されるので、合格率が３％前後となりますが、実際に司法試験の合格の「射程内」にいる人を対象に考えると、合格率は３割前後だったと言われています。新司法試験の合格率は２割５分から３割のあたりに落ち着くだろうと言われていますので、そうしたことを考えると、旧試は新試に比べ合格率が大幅に増えたとは言えないのです。

確かに、最終合格者の目標は年間３０００人とするとして、合格者の人数は増えました。しかし、年数制限、回数制限があることにより、新試では個々の受験生にとってかえって厳しい制限が課せられることになります。旧司法試験では、ストレートに現役で合格されておられる優秀な方（これも現役の弁護士さんに聞くと裏があり、「在学中合格」というために４年で卒業しないケースもあるとか）もいらっしゃいますが、司法試験に挑戦して６回から８回で合格したという人の話を多く聞き、司法試験に合格するにはそれなりの年数は必要なようです。それを新試では３回しか受けられなくなったのですから、受験生にとってこの回数制限は厳しい条件となっています。

そもそも、新司法試験制度が発表された時点では、合格者を３０００人に増やし、合格率を医師国家試験並に７割～８割の合格できる制度設計がなされていました。そのためには、法科大学院の定員数は多くとも４３００人以下に抑えなければなりません。にも関わらず、小学生でも分るこの計算を考えず、文科省が野放図に６８校（現７４校）、６０００人近い定員を認めてしまったことから、現在の２割５分の合格率になってしまったのです。

法科大学院生は修了しても司法試験に合格しない限り、法科大学院で学んだことはまったく役立ちません。司法試験に合格しない限り、企業でも公務員でもさほど優遇される訳ではなく、学んだことを生かせる道はほとんど用意されていないのです。しかも、先ほども申しましたように、新司法試験には回数・年数制限があります。つまり、司法試験に合格しないだろう年間４０００～５０００人の人たちが、何の価値も生み出さないもののために、多大な時間と労力と金銭（未修者コースだと修業年限３年となるので、授業料だけでも５００万から８００万が必要）を費やすことになってしまうのです。ましてや、社会人である場合、仕事を続けながら法科大学院で学ぶことは不可能であることから、仕事を辞めてしまっている人がほとんどなのでさらに悲惨な状況になります。私のように仕事を続けながら高度な「カルチャースクール」気分で入学した者はごく稀なのです。こうしたことから、法科大学院生がこの制度を「国家的詐欺」だと不満と怒りを述べるのも無理はありません。

このように、一方で合格率７～８割を謳いながら、一方で野放図な法科大学院設置を認めるといった矛盾。アメリカの司法制度を形だけ真似し、政策当局、法曹関係者のそれぞれの理想を述べた意見書をつぎはぎしただけの施策から生み出された新司法試験制度。そのしわ寄せは、すべて現役の法科大学院生が被ることになるのです。

最初から間口を狭めていれば、なまじ法科大学院に合格しないことから、法科大学院生、とりわけ社会人院生は人生の選択を誤らず済んだのです。最近では、法科大学院協会は各法科大学院に安易に修了させないように指導を行い、それを受けて各法科大学院では自校の合格率アップとも相まって、成績下位者に対してことあるごとに進路変更＝自主退学を勧める教授も出現してきています。それは、生易しい話ではなく、授業中、先生の質問に少々間違った返答をすると、「やめたら？」などと平気で連発する教授もおり、打たれ弱い最近の若人の中には精神的にコワレてしまう学生もいるのです。

こうした現状から、今や社会人や法学部以外の学部出身者の入学は激減し、司法制度改革の理念の一つであった「社会常識や幅広い知識を有する人材の登用」は空虚なものになってしまっています。

第二の問題点は、司法制度改革の理念と実際の教育のちぐはぐさです。

旧司法試験の弊害が国民感覚から離れた机上での詰め込み主義にあるとして、少人数教育を基本として双方向主義・多方向の授業を導入し、また現場に則した内容を盛り込むと謳われました。単なる試験対策とみなされる一方通行の講義は認められず、第三者機関によって各法科大学院は毎年厳しくチェックされます。

しかし、実際には、各法科大学院は合格率が存続に繋がる生命線であることから、結局は全てが司法試験に通るか否かに帰結されていく授業にならざるをえません。もう少し平たくいえば、格好は高邁な理念の元での教育システムだけれども、中身は予備校と変わりない詰め込み主義、点数至上主義なのです。ましてや、予備校は明確に受験勉強に邁進するのですっきりするけれども、法科大学院は内心では少しでも多くの合格者を出すということにあるにも関わらず、表面は「司法試験が問題じゃないんですよ。立派な法曹を育成するためにあるんですよ」というようなことを言うので、非常に中途半端な教育内容とならざるを得ません。そして、そのしわ寄せも、やはりすべて現役法科大学院生に負わされるのです。

第三の問題は、合格者の質が低下していると言われ、その根拠は合格者の数が増えたせいだとする議論がでてきたことです。

しかし、これについても、原因と結果の因果関係が認められません。そもそも、本当に合格者の質が低下しているのでしょうか？最高裁が昨年発表した「司法修習・考試における不可答案の概要」をみると、「国民感覚に則した」、「具体的な事案に柔軟に対応できる」という本来の趣旨からかけ離れたつめ込み主義の弊害がさらに顕著になっていると言わざるを得ないのです。口述試験も廃し（つまり面接もしないで）、試験で高得点を取った者だけを合格者とするから、一部の者から「？」となる答案が出てくるのであって、この教育システムを問題にしないで、「学力低下」は「合格者の数が増えたからだ」、「いっそ合格者を１／３くらいに減らすべき」との主張は、まさしく本末転倒というべきです。

また、新司法試験合格者は最高裁判所の指導の下、１年間の司法修習を受けますが、その多くは裁判所、検察、弁護士事務所の現場です。旧司法試験合格者は、和光市の司法研修所でみっちり勉強するのに比べ、先輩たちから話を聞くと、新司法試験合格者は、現場の研修は「勉強する」というより「見習い修行」のようなもので、旧試と新試の合格者の司法修習の質がまったく違うのです。しかも、期間は２年から１年に短縮されています。

これは、旧試合格者が司法修習で習っていたことを法科大学院で教えるという建前からくるのですが、その結果、法科大学院生は司法試験を通らない限り関係のない授業を課せられることになります。しかも、それは毎日必修の授業の課題やテスト勉強で余裕のない中で行われるので、それがいくら素晴らしい授業であっても熱が入る訳がなく、またそこにエネルギーを向けていては司法試験には合格できないのです。それでやっと新司法試験を合格しても、修習では上記のように旧試合格者が教わることを勉強せず考試を受けるのですから、仮に「学力低下」があったとしても、それを学生の責任とするのは酷です。問題は、まともに学べるシステムを作っていない側の責任であるのです。

第四の問題は、これは個別法科大学院の方針や校風にもよるのでしょうが、「平等な教育」と口では言いながら、全く平等ではないということです。

そもそも、未修コースは建前は「初めて法学を勉強する人のためのコース」で、既修コースは各法科大学院の六法のテストを合格してきた人たちのコースです。ところが未修コースといっても、「隠れ未修」といって既修コースの試験をすべった人たちも含まれ、またほとんどが法学部出身者で、「全く法学を勉強するのが初めて」という私のような「無謀」な者は稀です。

私が学ぶ某Ｋ大法科大学院においては、未修コースの者が２年生になると、その年に入学した既修コースの人たちと机を並べ、強制的に割り振りされたクラスの中で相対評価されます。つまり、絶対評価ではなく相対評価なので、テストの出来に関係なく、必ず下位何名かは単位を落とされることになります。未修者と既修者はスタートラインが違うのですから、未修者が落とされるという確率が高くなるのは当然です。

個人的には、どうしてもこのシステムが納得できません。スタートラインがある程度同じであれば、相対評価されても問題ないのですが、８年、１０年やってきている人と、昨日、今日始めたばかりの者と比べ評価する。後者が圧倒的に不利なのは明らかです。しかも、我がＫ大学では単位を落とされて留年ともなれば、それが１科目であろうが、半期の授業料を丸々払わされるのです（それがとても腹立つ！）。しかも、これがビジネスの世界であれば、「リピーター」はお金をたくさん落とす大切な客であり、丁重に扱われるのだけれど、ここではとても「冷たく」扱われるのです（これは単なる愚痴ですが…）。

Ｋ大学法科大学院では、学者先生の中にはビジネス社会では絶対通用しないだろうと思われる非常識な人もいますが、実務家の先生はキャリアも人格もとても素晴らしい方が招聘されています。それはとても有難いのですが、教育システムが中途半端なだけに、素晴らしい先生方の持味が生かせていません。既修コースの中でも７年、８年勉学してきた人たちにとっては有意義な授業であっても、未修者や既修者の中でも勉学がそれ程深くない人たちにとっては、宝の持ち腐れになっているのが現実です。

今や、双方向・対話型授業は、法律の勉強をしたことがなく、基礎学力に乏しい未修者が体系的な知識を得ることは非常に困難だということは、法科大学院関係者の周知の事実となっています。

そして、未修者は基礎学力が乏しいだけに、課題やレポート、予習をこなすだけで精一杯で、自身に血肉化できる勉強をする時間さえ与えられない状況で、結局、力がつかない負のスパイラルに陥ってしまうのです。授業やレポートやテストが個別学生の学力アップの足かせになってしまうという奇妙な事態となってしまっています。既修者と未修者をごちゃまぜに教えるシステムは、未修者にとっては不可能なことを強いられ続ける、まるで拷問のようなシステムなのです。Ｋ大学では新司法試験導入以来、合格率が思わしくありません。

司法制度改革の理念と教育方針がまるで噛み合っていないこのシステムを変えない限り、「法科のＫ大」と言われた伝統は地に落ち、新司法試験導入以来合格率が低迷している現状を打破することはできないでしょう。

私には、現状打破の秘策があるのだけれど、時間と労力と授業料を費やした結果捉えてきたこと、大学側にはタダで教えてやらないのだ！。
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倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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